






















































































囎与税年間除外額（受贈者当たり，ドル） 統一控除の除外額　　　（ドル） 最高法定税率の適用額（ドル） 最高法定税率（％）
1977 3，000 120，667 5，000，000 70
1982 10，000 225，000 4，O00，000 65
1983 10，000 275，000 3，5C0，000 55
工984 10，000 325，000 3，000，000 55
I985 ユo，ooo 400，000 3，00C，000 55
ユ986 10，000 500，000 3，000，OOO 55
1987 10，000 600，000 3，000，000 55＊
1989 1O，OOO 600，O00 3，000，000 55＊
1995 10，000 600，OOO 3，000，000 55＊
199プ 10，0CO 600，000 3，000，000 55＊
1998 10，000 625，OOO 3，000，000 55＊
1999 ユO，O00 650，000 3，000，000 55＊
2000 ！C，000 675，000 3，000，000 55＊









































































































































































































































課税申告総数 49，863 38．4 44．6 10．5 4．1 1，5 0．9
課税総遺産額 1ユ9！1761309I3，3 27．8 14．9 ！ユ．8 8．8 23．3
遺産税総額 22，920，！563．4 22．3 ユ9．ユ 16．3 1ユ．9 22，9
資料：I皿tema1Reveme　Serwe｛2002）
　ほとんどの死亡者は遺産税申告の必要がなく，実際に納税申告書が提出され
るのはそのうちの数％程度であり，極めて集中したグループに遣産税は課税さ
れている⑬。1999年（98年申に死亡したケース）において，申告数103，979の
うち実際に課税される申告数はその48％の49，863である。60万～250万ドルの
遺産を持つ納税申告は課税申告総薮のうち83％であり，遺産税総額の1／4を支
払っているのに対し，250万ドル以上の遺産を持つ納税申告は課税申告総数の
うちのユ7％であるが，遺産税総額の3／4を支払っている、そして，2，000万ドル
以上の遺産を持つ最も富裕なユ％の納税申告が遺産税総額の23％を支払ってい
る（表3を参照）。
　遺産税とその納税者の所得との関連をみると，納税者のうち上位高所得1％
の人が資産移転税の2／3を支払っており，上位高所得10％の人が資産移転税の
95％以上を支払っている。所得税よりも資産移転税の方が蓬かに累進的である
ことがわかる阻4。
　貯蓄に対する他の税と同じように，資産移転税は同じ状況にある人を同じよ
うに扱っていない，すなわち貯蓄する人よりも消費する人を優遇していると批
判されてきた。同じユ万ドルを旅行に使うか，子傑に残すために貯蓄するか，
あるいは子供の教育に使うかという3つのケースを考えると，第2のケースの
みが遺産税を課税され，貯蓄意欲に阻害効果をもたらすとされる蝸。遺産税は
第3のケースに課税しないことにより司人的資本に対する過剰投資を招くかも
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しれない。重い遣産税が課税後の財産額を大幅に減少させることによって，贈
与者による労働意欲に，さらには貯蓄意欲に負の影響を及ぼすか（代替効
果），あるいは子供たちのために税を支払ってもまだ大きな財産を残すように
もっと働いて，貯蓄しようとするのだろうか（所得効果）。このように遺産税
が及ぼす所得効果と代替効果は反対方向に作用し，どちらが強いか理論的には
予測できない。また，遺産税が受贈者に与える影響について考えてみると，巨
額の遺産は受贈者の支出を増やし，労働供給を減らす誘因を持つために㈱茗遺
産税が税引き後の遺産額を小さくするならば，受贈者は労働供給の減少を止
め，貯蓄を増やそうとするかもしれない。しかし，遺産動機がどれほど納税者
の貯蓄行動や資本ストック水準の重要な説明累因となるかは明らかではな
い（1司。これまでの検証でば遺産税が労働や貯蓄に負の影響を及ぼしているよう
に見られるが，しかし国民貯蓄全体に及ぼす影響はそれほど大きいとは考えら
れない。
　遺産税が経済的繁栄に不可欠な企業家精神を弱め，とりわけ家族経営の農場
や事業に悪影響を及ぼすという主張が，遺産税廃止論の大きな論拠になってい
るが，遺産税の家族所有の農場と事業に及ぼす影響がそれほど重大であろう
か。
　家族所有の農場と事葉はすでに遺産税のもとで特別扱いされており壬I8，その
不動産は市場価値ではなく使用価値で評価され，流動的な市場で取り引きされ
ないためその評価にはかなりの裁量が入っているといわれる。それに，評価の
割引や他の租税回避はかなりの額になることが検証されている09。そのうえ，
家族所有の農場と事業に対する遺産税は14年間の分割払いが可能であり，しか
もその利子支払は優遇されている。これは事業のためのキャッシュフローの必
要性を低下させるだけでなく，遺産税負担の現在価値を大幅に低下させている
のである。また，家族所有の農場と事業の価値の多くは未実現のキャピタル・
ゲインから構成されており㈱，このキャピタル・ゲインは所得税制のもとでは
　460
　　　　　　　　200ユ牢縫済成長と滅税調整法における資産移転税改正　　　　　　　ユ5
課一税されなかったし，もし遺産税から控除されればまったく課」税されないこと
になってしまう。また，小企業は所得税制のもとですでに数多くの投資に対す
る優遇措置を受けているのである。最後に，公乎性の間題がある。同額の遺産
を持つ2家族の間で，なぜその資産が事業形態を取る家族の税負担が小さいの
か。その答えは，おそらく，事業を所有する家族が他の家族よりも暮らし向き
が悪いか，資産が多様化しておらず，流動性の低い資産を持っているためと考
えられるが，全ての小企業にそのことが当てはまるとは思えず，公平性の点か
ら問題があろう。以上の点から，家族所有の農場と事業のための追加的な特別
措置の要求，さらには遺産税の廃止にまで進む要求は説得力が乏しいと言わざ
るを得ないo
　さらに，家族所有の農場と事業は遺産税負担の小さな部分しか占めないこと
に注意すべきである。1998年において，課税申告書の6％に農業資産が報告さ
れ，12％に農業不動産が報告された。これらの項目は課税遺産額の1．7％を占
めた。課税申告書の8．7％は非公開会社の株式で，課税遺産額の6．6％を占め，
リミテッド・パ←トナーシップと他の非法人事業資産が課税遺産額の2．6％を
占めた。極めて拡張的な定義のもとでも，農業および小企業の資産は課税遺産
額のせいぜい！1％であった釧。明らかに，農場も小企業も持たない者が遺産税
の大部分を支払っており，農業や小企業に与える効果は遺産税廃止の理由とし
ては不十分・であろう。
6。改革の選択肢」
　遺産税の長所として，税制を累進的なものにし，租税回避を防ぎ，慈善的寄
付を奨励することなどが挙げられるが，所得税もしくは他の手段によってこれ
らの長所をもっと効率的に実現できないものであろうか。
　残念ながら，抜け穴のない理想的な包括的所得税を構築することは，税務行
政上などの理由から実際上，困難であることを過去の経験が証明している。遺
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産税の廃止と引き換えに死亡時のキャピタル・ゲイン課税を行うことによって
抜け穴を除くことも政治的理由などから実施は難しいとされる幽。
　キャピタル・ゲインのstep－up　in　basi。は個人所得税の大きな抜け穴となっ
ているが、最富裕者を除けば，EGTRRAでもこのメカごズムは基本的に保持
きれるといえよう。さらに，巨額の個人および配偶者控除を伴う新しいcar－
ry－over　basi§を導入することは，世代間にわたる課税キャピタル・ゲインの
藍視が必要となり，遺産税の複雑さをそのまま維持することになる。
　また，慈善的寄付は遺産税から控除できるので，死亡時の贈与が刺激され，
慈善的寄付を奨励するという聞接的な利点を持っているカ幽，この点で遺産税
の廃止は慈善的寄付を減らす可能性が高い㈱。
　ECTRRAは数多くの複雑性と不確実性を生み出すだろう。この減税が201！
年に単純に消滅するとはほとんどの人が考えていないはずである。サンセット
条項が，いつ延長されるか，されないのか，あるいは新たな税法改正を招くの
かという不必要な不確実性を生み出す。ここで，遺産税体制からCarry－oVer
basis体制への推移期間に生じる複雑さと新体制そのものによって生み出され
る複雑さの変化とを区別することが有用であろう。推移期間では，納税者はま
ず，2001～2009年間に起こる統一控除の引き上げと他の変化を考慮に入れ，そ
して新しいca。。y－over　basisへの移行を考慮に入れて，遺言状を書き換えた
り，遺産計画を改訂したりすることが有利になるかもしれない。Carry－OVer
basisのもとでの最適な税負担最小化戦略は，新たな租税回避の機会を生み出
し，遺産計画の変更を誘発し、遺産税のもとで最適であったそれとは大幅に異
なるだろう。他方，段階的廃止期間は，納税者，専門家，IRS，議会にとづ
て，新しいcarry－0Yer　basis体制に備える時間を与えるというメリットを持
つかもしれない。
　推移期間が終わったとき，納税者や税務当局にとってEGRTTAは前の遺産
税と世代飛び越し移転税の体制よりも複雑になるのかどうかは明確でない。所
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有者が資産売却時に課されるキヤピタル・ゲイン税と異なり，たとえ資産が売
却されなくとも支払わねばならない遺産税は深刻な流動性問題を引き起こすお
それがあった。家族所有の事業への特別控除や使用価値による評価や遺産税の
支払い延長などの農場や事業の所有者に対する特別優遇措置がこの問題に対処
していた。全ての納税者に対する遺産税の廃止と引き換えにこれらの措置が除
去されれば，税法の複雑さは緩和されるだろう。
　他方，ca・・y－ove・basis体制は新たな複雑さを導入する。旧制度と
EGTRRAの両方で，全納税者は売却時に税法に基づいて納税申告するために
その所有資産の基礎評価額を見失わないようにしなければならない。しかし，
EGTRRAでは当事者（相続人，より正確には遺言執行人）は別の当箏者（被
相続人）の手元にあるその取得時の基礎評価額やその改善費用を知っておかね
ばならない。新条項を実施するため，EGTRRAでは130万ドル（配偶者閻の移
転は300万ドル）を超える非現金資産から成る遺産の遺言執行人に，被相続人
の基礎評価額と死亡時における資産の公正な市場価値とを内国歳入庁（IRS）
と相続人に報告することを要求している。このような評価と報告の必要は巨額
な遺産の遺言執行人に新たな負損を強いる。前述のように！976年に・arry－o－
ve・basis条項が立法化されたが，税務行政上の懸念から廃止された。新しい
carry－over　basisもおそらく税収をそれほど増やすことなく，様々な問題を生
み出すことになろう。
　贈与税は，現在の報告義務と共に，そのまま緯持される。しかし，生前課税
される贈与を行うインセンテイブはEGTRRAでは大幅に弱められるので，贈
与税はEGTRRAのもとでは納税者にほとんど影響を与えないであろう。
　遺産税が廃止され，carry－ow　basisがうまく機能しないと判明したときに
は，死亡時のキャビタル・ゲインに対する別の租税措置を考えなければならな
くなるだろう⑪もし遺産税の廃止とst・p－up　in　b亀sisとが合体したら，この所
得税の巨大な抜け穴は税収を滅らし，とりわけ最も實裕な家族に対して大きな
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減税を行うことになってしまう。そのうえ，他の所得をキャピタル・ゲインに
変換し，死亡時まで増価した資産を維持するインセンティブを大幅に強める結
果になろう。
　これらの状況を改善するための］つの代替案は，遺産税を廃止し，キャピタ
ル・ゲイン課税を，発生しているが死亡時に実現されないゲインにまで拡大す
ることである。この案によれば，遺産税収入の一部を確保できるが。累進度が
大幅に低下し，しかも現行の遺産税と同様の複雑さを持つために税務行政上の
困難さが生じるであろう。
　もう一つのアプローチは，遺産税をいくつかの州や多くの外国で実施されて
いる遺産取得税に置き換えることである。累進的遺産取得税では遺産をより多
くの相続人に分割すれば，税負担総額が減少するので，遺産の分割が促進され
る。これは多くの世代にわたる資本蓄積に対して有効な防衛策となろう。家族
所有の農場や事業は遺産分割により維持が困難になる事態が予想されよう。
　最も単純な選択肢は，生涯除外額を上回る相続・贈与の累積額を累進税率の
適用される課税所得として取り扱うことである。被相続人ではなく相続人に法
定税率を適用することは，被相続人に課税することによって生じる道徳的な怒
りを和らげるかもしれない。ただ，記録や必要事項の報告の必要性はなくなら
ず，複雑さはそのまま維持されよう。そのうえゴ税収や累進度の点からは所得
税の最高限界税率の高さが重要な問題となろう鱒。
　しかしながら，遺産税を改革する最良の選択肢は，簡素・公平・中立という
課税原則に従うことであろう。すなわち，遺産税を廃止せずに，抜け穴を防
ぎ，税率を引き下げ，除外額を大幅に引き上げることである。①除外額の引き
上げは，遺産税の納税者を減らし㈱一最富裕層は依然として課税され
る　　，富の集中を少しずつ弱めていく。それはまた，事業資産に対する優遇
措置に伴う不公平や複雑さを回避しながら、家族所有の小事業を救済するだろ
う。②遺産税率の引き下げは，タックスシェルターへの投資を減らし，貯蓄や
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労働へのペナルテイーを弱めるだろう。実際に，EGTRRAは2002～2009年の
聞除外額を引き上げ，税」率を引き下げるが，抜け穴は依然として残るだろう。
③各種の資産をより整合的に扱うことによって抜け穴を防ぐことは，所有者に
資金を税から逃避させることを困難にし，遺産税をより簡素かつ公平なものに
するだろう。こういった変更はEGTRRAの2009年における遺産・贈与税の状
態に近いものかも知れない。
おわりに
　これまでの資産移転税がもっていた大きな抜け穴と高税率の組み合わせが，
公正な税とするための遺産税改革を生み出した。しかしながら，EGTRRAで
取った方針は解」決せねばならぬ数多くの問題を生みだした。資産移転税」は租税
手段の中でその比重は小さいが，税制をより累進的にし，慈善的寄付を奨励
し，富の集中を弱めるという重要な役割を演じている。キャピタル・ゲイン課
税の問題やフラット化の傾向によって所得税の実効累進度が次第に弱まってき
ており，むしろ所得税を通じて強い累進性を維持することを社会はあまり望ん
でいないようにみえる。また，生前時課税よりも死亡時課税のほうが，税務行
政コストは低く済むであろう。前述のように遺産税が貯蓄，小企業，農家に深
刻な負の影響を与えているとは考えにくく，むしろ過大にその悪影響が述べら
れているように思える。この機会に，資産移転．税の適切な役割や効果について
更なる議論や研究が必要であり，EGTRRAによって生み出された混乱はその
問題点を解決しながら，その長所を維持するために遺産税の更なる改正を必要
としよう。
注は〕死亡税death賦とは一般に徽稲続人の死」亡時に’課さ．れる税の総称である蓼
／2〕アメリカとイギリスが遺産税で，フランスやドイッなどのヨーロッパ請国は遺産取得税もしく
　は両着の混合形態と取」っている。貝本は遺産税方式を加味した遺産取得税方式である鉋
三3〕従来．アメリカでは生前贈与は生涯累積されて累進税率で課税さ丸ていたが，生繭贈与の累積
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　額と遺産額とは合計きれて謀税されることはなく，また生箭鰭与の累積額に適用される税率は遺
　慶額に適用される税率の4分の3となっていた。そのため。緒果的に生箭贈与の誘因となってい
　た。
ωユ980隼原油たなぼた利益法（C加de　Oi1榊口dfau　Profit　Act　ofユ980）により廃止された曲
（5〕1984年の赤字削滅法により1988隼までは最高競率は55％に留め置かれた。
㈲遺産税に関する論争などでは，続一控除については税額控除の形よりも直接的でわかりやすい
　除外額で護論されることが多い。
｛7〕　］CT2⑰σL　p．26
（葛〕上院で検討される予算案に適用きれる帥rdルールでは，lo隼を超えて歳入に影響を及ぼすい
　かなる条項も上院議員による異議節し立てで法案から取り除かねばならない。この異議を却下す
　るためには6腰が必要で、60票を趨えないことをおそれて上院の指導者はByrdルールの侵害を
　遜けるためにサンセット条項を入れた（実際には，62－38で上院を通過した）。
19〕鮎fer舳L（20C2｝皿115
（ld　したがづて、夫婦当たり560方ドルのキャピタル・ゲインが免税となる。
ω残された配偶者は遺産税があったときよりも多くのキャピタル・ゲイン税を支払う可能性があ
　る自2009年までは配偶誉に残された財産は死亡した配偶者の課税遺産の計算において完金に控除
　できる。carry－ow　basisでは残された配偶者は300万ドルの（さらに，相続人あたり130万ドル
　を加算した〕基礎評価額の追加が認められる。430万ドルの基礎評価額を通しても公正な市場価
　格にまでステップアップしなかった遺産を，残された配偶者が売却したときキャピタル・ゲイン
　税を支払う官しかし，夫婦ともca岬一〇寸肥r　basisのもとでも遺産税があるときよりは良くなる
　だろう。というのは，どちらももはや遺産税を払う必要がないからである。遺産税のもとでは残
　された配偶蓄が受け取った財産は死亡跨に課税されるからである。また，巨額の負債を含む遺産
　は，遺産税廃止後には税負担が重くなることがある。旧法では課税資産の計算において負債は控
　除できた。200万ドルの資産と150万ドルの負債から成る遺産は遺産税がかからず，資産は200万
　ドルに引き上げられる。EGTRRAでは．遺産税廃止後，配偶者以外に渡った資産ほ，！30万ドル
　の墓礎評価額の追加が認められるが（被相続人の持つその資産の基礎評価額がゼロと仮定すれ
　ば），稲続人は売却の際70万ドルに対してキャピタル・ゲイン課税される。
ωStigli屹（ユ978〕
虹§　王CT（2001，May）p．21
04　Burma日and　Gale（2001）p．4，
⑮　遺産動機が納税者の貯蓄行動や資本ストヅク水準の重要な説明要因となるかは必ずしも明らか
　ではない。櫛司参照。
（16巨額な遺産の受贈者の行動に蘭する計量経済挙的研究では，受贈者が遺産受領後も働き続ける
　ケースは少ないことが見出されている。Ho1t！一Eakin．Do㎎1as　J，David　Jou1faian。刮nd　Har岬
　Rosピ皿（1993）、
ω幾つかの研究でほ箏アメリカの資本ストックのi5㌔70％が遺産動機によるものとされでいる昔
　Kotliko∬（ユ988）、Aa伽and　M廿n血el（丁992）、Gal“nd　Soholパ1994）を参照。G刮1e　a・d　Schol・はア
　メリカの資本形成のうち30％が遺産動機に墓づいていると獲定した。
㈱例えば、工997隼納税者救済法で家族所有の農場と事業には．それらが遺産の50％を上回り、し
　かも相続人が実質的に関与している限り，特別控除が認められるようになっでいる・
○旬Poterb邊加d　Weisb㎝n旧r（2001〕
⑫O　Ke咀ickel　and　Wi1cox（工992）：Poterba　a皿d　Welsbenner｛200！）
釦1RS（2002）
吻B咀㎜・η（ユ998）P．148一
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㈱　遺産税はまた生前贈与も刺激する。そのような贈与は所得税控除の、蓉、軍と，遺産から取り除か
　れ一ることによって遺産税を回避できるからである。
㈱　約12％，年間120億ドル減らすと予測されている。A・ten　and　Jo・lfa1an（！996〕；Joulfai且n（2000）
㈱　所得税の最高税率は徐々に引き下げられ，2006年には35％になる予定である。
㈱　20！0年に遺産税が廃止されると，1日法では課税されたはずの50，000件の遺産が連邦遺産税に直
　面することがなくなる。
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